
広  情  審  第 ５ 号 

平成２５年１月２３日 

 

 広島市長 松 井 一 實  様  

 

 

                 広島市情報公開審査会 

                  会長 大久保 隆 志 

 

 

   公文書不存在決定に係る異議申立てに対する決定について（答申） 

 

 平成２３年１２月１３日付け広緑緑第１４９号で諮問のあったこのことについては、

別添のとおり答申します。 

 （諮問第５７号関係） 
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別添（諮問第５７号関係）                  

 

答   申   書 

  

  平成２３年１２月１３日付け広緑緑第１４９号で諮問のあった事案（諮問第５７号で受

理）について、次のとおり答申します。 

 

第１  審査会の結論 

 

「平和記念公園内におけるさまざまな問題に対する情報開示請求事項」の公文書開示

請求（以下「本件開示請求」という。）のうち次の請求項目（以下「本件請求項目」とい

う。）に対し、広島市長（以下「実施機関」という。）が行った不存在決定は、妥当です。 

【請求項目】 

  (1) 「日の丸」の掲揚に関して 

    ①「日の丸」の旗が、海外への戦争拡大にむけて、どのような役割を果たしたの    

     かなど、総括した行政行為にかかわる一切の資料等 

    ③被爆者等の「日の丸」掲揚に関わる精神的・肉体的抑圧状況など、意識調査し

た一切の資料等 

    ④議会において「日の丸」掲揚した当時の議案内容、議決方法等の判る一切の資

料等 

    ⑦例えば学校現場における「日の丸」掲揚等において、さまざまな問題を生起さ

せていることに関わり、この掲揚問題に引き寄せて協議・課題の整理等の判る

一切の資料等 

    ⑧公園内に「日の丸」掲揚にこだわる意義等を見出すことのできる行政行為を示

す一切の資料等 

    ⑨憲法などの観点からみての「日の丸」掲揚に関わる行政行為の整合性と妥当性

を検証した一切の資料等 

  (2) 公園内における“被爆と被曝の問題”に関して 

    ①公園内において、１９４５年８月６日以降、放射能線量の計測した数値など、

どのように市民に公表したかなどの判明する一切の資料等 

    ②その数値が「健康への影響を及ぼさない」と判断した専門家の所見等の判る

一切の資料等 

    ③公園内での生命・健康などへの影響を懸念する学者等の意見等の内容を示す

一切の資料等 

    ④東日本大震災後の原発破壊による放射線汚染の影響上記①～③と同様の質

問に対する回答の判る一切の資料等 
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    (3) 国立広島原爆死没者追悼平和祈念館との関係性について 

②原発破壊による放射能汚染を取り扱わないとする合意等の判る一切の資料 

 

第２  異議申立ての趣旨 

 

平成２３年１２月１日付け異議申立ての趣旨は、異議申立人（以下「申立人」という。）

が同年１０月１８日付けで行った本件開示請求のうち本件請求項目に対し、実施機関が

同月３１日付け広緑緑第１２７号で行った公文書の不存在決定（以下「本件不存在決定」

という。）の取り消しを求めているものです。 

    

第３  申立人の主張の要旨 

 

申立人の異議申立書及び口頭意見陳述等での主張を要約すると、おおむね次のとおり

です。 

１ 「開示請求を受け、保有している文書の点検をしたが文書は存在しない」というこ

とであるが、「存在しないから」という理由は、広島市情報公開条例（平成１３年広島

市条例第６号。以下「情報公開条例」という。）第７条各号の不開示情報に該当せず、

情報公開条例違反である。また、広島市行政手続条例（平成７年広島市条例第５号。

以下「手続条例」という。）第８条の「理由の提示」に違反し、手続条例違反である。 

２ 本件請求項目の対象公文書が不存在ということは、行うべき行政行為をしていない

「市政の不作為」ということであり、このことは憲法等が定める「住民の知る権利」

の侵害である。実施機関は、他機関から入手しても示すべきである。 

 

第４  実施機関の主張の要旨 

 

    実施機関の説明書等での主張を要約すると、おおむね次のとおりです。 

１ 実施機関は、本件請求項目のうち（１）①、③、⑦、⑨、（２）①～④及び（３）②

については、保有公文書を点検した結果、対象公文書を保有していないことが判明し

たという理由で、（１）④については、国旗掲揚台の寄付が議決案件ではないという理

由で、（１）⑧については、国旗掲揚台の設置は都市公園法令に規定する管理施設とし

て設置しており、請求の趣旨のことを行っていないという理由で、それぞれ対象公文

書が存在していないことから、本件請求項目に対し、本件不存在決定したものである。 

  本件不存在決定の通知書には、上記のとおり対象公文書の存在しない理由を記載し

ており、手続条例第８条に違反していない。 

２ また、情報公開条例第７条各号は、対象公文書の存在を前提として不開示とすべき

情報を規定しているものであり、対象公文書の不存在の場合には、適用されず、情報

公開条例違反には当たらない。 
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第５  審査会の判断理由 

 

  当審査会としては、必要な調査を行い、情報公開条例の規定に則して検討した結果、

以下のとおり判断します。 

１ 当審査会は、本件請求項目のうち、（１）④は、国旗掲揚台の寄付を広島市が受けて、

平和記念公園内に「日の丸」を掲揚することとなった当時の広島市議会における議案

内容や議決方法等の判る文書を求めたものであることから、議決案件ではないという

観点だけでなく、広く市議会における議論等も含める必要があると判断し、情報公開

条例第１９条第４項の規定に基づき、当審査会が市議会会議録の調査を行いました。   

その結果、国旗掲揚台の寄付を受けた昭和３８年当時の市議会会議録において、平

和記念公園内の「日の丸」掲揚に関する議論等の記録はないことが確認されました。 

 ２ 本件請求項目のその他の項目については、対象公文書の作成又は取得の前提となる

行政行為や事実行為等があったことをうかがわせるような関連資料も見当たらないた

め、対象公文書は存在しないという実施機関の説明に不合理な点は認められないと判

断されます。 

 ３ また、情報公開条例第７条各号の規定は、対象公文書が存在する場合の不開示情報

を規定しているものであり、対象公文書が不存在の場合は適用されません。 

実施機関は、本件不存在決定の通知書に対象公文書が存在しない理由を記載してお

り、手続条例第８条の「理由の提示」違反には当たらないことがわかります。 

４ さらに、申立人は、対象公文書が存在しないのは、行うべき行政行為や事実行為等

をしていないとして「市政の不作為」の違法性を主張しています。しかし、情報公開

条例上の異議申立ては、実施機関が保有する公文書の開示・不開示や不存在等の決定

に対して、違法又は不当である旨を申し立てるものであって、公文書の作成義務や行

政行為や事実行為等の不作為を対象としているものではありません。申立人の主張は、

この前提を誤っており失当です。 

５ なお、申立人は、実施機関が対象公文書を保有していないのであれば、広島市以外

の機関から入手して申立人に開示すべき旨も主張していますが、情報公開条例におい

ては、外部から新たな文書を取得する義務まで実施機関に課しているものではないの

で、この点に関する申立人の主張は失当です。 

６ 以上のことから、本件開示請求に対し、実施機関が対象公文書は存在しないとした

本件不存在決定は妥当です。 

 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断するものです。
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別紙１ 

審査会の処理経過 

 

年  月  日 処  理  内  容 

 ２３．１２．１３  広緑緑第１４９号の諮問を受理（諮問第５７号で受理） 

 

 ２４．１１． ２ 

 （第１回審査会） 

審議（事案の概要説明） 

 ２４．１１．２７ 

 （第２回審査会） 

審議（申立人の口頭意見陳述） 

 ２５． １．１５ 

 （第３回審査会） 

審議 
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参 考  

 

 

広島市情報公開審査会委員名簿（五十音順） 

 

 

氏  名 役 職 名 

大久保 隆 志 

 （会  長） 
広島大学大学院法務研究科教授 

片 木 晴 彦 広島大学大学院法務研究科教授 

近 藤 いずみ 弁護士 

佐田尾 信 作 中国新聞社論説委員室副主幹 

ジョージ・Ｒ・ハラダ 広島経済大学経済学部教授 

 

 

 

 

 


